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下水道事業統計年報 作成に当たっての基本事項 
 
表で使用の文字のフォント⇒ MS P ゴシックに統一 
表内の数字は、斜体に統一 
 
文章 文字のフォント ⇒ MS P 明朝 
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1 - 1 ． 沖 縄 市 （ 下 水 事 業 ） の 沿 革
         

 
本市は、沖縄本島中部に位置し、戦後、基地の門前町として発展してきた県内第

2 の人口を有するまちであり、西は北谷町、南は北中城村、東はうるま市、北は恩納

村、北西嘉手納町に隣接しています。また、那覇市より北に約 20ｋｍにあり、南部圏

域と北部圏域を結ぶ国道 329 号と国道 330 号が交差する交通の要衡となっていま

す。 

主な施設として県内最大の屋内収容人数を誇る沖縄アリーナや県内唯一の動物

園がある沖縄のこどもの国などを有し、県総合運動公園や沖縄県中部合同庁舎、那

覇地方裁判所沖縄支部など広域的な施設も集積しています。 

 

本市の下水道事業は、昭和 39 年に建設事業を開始し、昭和 45 年の供用開始か

ら 50 年 以 上 が 経 過 し て い ま す 。 令 和 元 年 度 末 時 点 に お け る 処 理 区 域 面 積 は

2,758ha、人口普及率は 97.3％となっており、今後は下水道未整備地域の開発動向

を注視しながら整備を進めるとともに、下水道施設の点検や調査に基づき、修繕、改

修等による施設の延命化を図りながら、計画的な改築・更新等を行い、適正な施設の

維持管理に取り組んでいます。 

 

また、水洗化率については令和 2 年度末時点で 88.1％となっており、戸別訪問

や広報活動、また水洗便所改造資金貸付制度や生活扶助世帯への接続補助等によ

り、増加傾向にはあるものの、更なる接続促進に向けて取り組んでいます。 

このような中、下水道事業は経営の健全化を目的に、令和２年度より地方公営企

業法を適用し、経営状況の把握と企業性を発揮した事業運営を目指すとともに、水道

事業との組織統合を行い、共通する事務の効率化を図りながら運営を行っています。 

デ ザ イ ン マ ン ホ ー ル 蓋  
マ ン ホ ー ル 蓋  
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●●業業務務状状況況

●●工工事事状状況況

●●財財務務状状況況

収収益益的的収収支支 （単位：円）

補補ててんん財財源源内内訳訳 （単位：円）

資資本本的的収収支支 （単位：円）

資本的収入 当年度分損益勘定留保資金

収支差引（不足額）

266,274,120

当年度分消費税資本的収支調整額

過年度分損益勘定留保資金 0

引継金 227,038,162

※資本的支出のうち、3,182,000円は賞与等引当金計上によるものであるため減額する。

合計

令和2年度

-517,570,381

2,734,737,931

←← 517,570,381

0

区分

2,685,282,369

収益的収支については、下水道事業収益2,734,737,931 円に対し、下水道事業費用
2,685,282,369円で、収支差引は49,455,562円の純利益となりました。一方、資本的収支につ
いては、資本的収入780,906,381円に対し、資本的支出は1,301,658,762円で、収支差引は
517,570,381円の不足額(資本的支出のうち、3,182,000円は賞与等引当金計上によるものなの
で減額する。)となり、この不足する額は、引継金等で補てんしました。

区分 令和2年度

下水道事業費用

下水道事業収益

建設改良積立金 0

24,258,099

減債積立金

令和2年度区分

建設改良工事については、県補助事業として美里第二区画整理地内汚水枝線工事（R2）他3
件の工事を行い、その内1件は次年度へ繰り越しました。単独事業として公共桝設置及び取付
管敷設工事（R2-01）他12件の工事を行いました。本年度の汚水管施工延長は244.9ｍ、マン
ホール蓋設置基数は14基、公共桝設置基数は139基となりました。建設工事費の総額は
236,767,065円で、工事場所は、美里、大里、知花、安慶田、高原、松本、明道
地内にて、新設及び改良工事を行いました。今後も新設、改良工事を行い、公共下水道の普
及を促進するとともに、老朽化した管渠の計画的な更新を行います。

49,455,562

-

256,631

1,133,592,464

1.77

下水道使用料

 

水洗化人口

14,788,408

有収水量

総排水量  

14,788,408

令和2年度の業務量については、排水戸数が55,201戸で、対前年度比977戸(1.80％)の増
加となり、水洗化人口は122,632人で対前年度比555人(0.45％)増加となっています。
総排水量及び有収水量は、14,788,408 で対前年度比256,631 (1.77％)の増加となり、有
収率は100％となっています。下水道使用料については、1,133,592,464円でその内訳を見る
と民間で1,106,934,558円、基地については、26,657,906円となっています。

256,631 1.77

256,631 1.77

555

令和2年度

排水戸数

122,077

14,531,777

単位

人

増減率（％）

0.45

-

122,632

比較増減

戸

円 -

１-２. 令和２年度事業概要

780,906,381

資本的支出 1,301,658,762

収支差引（純利益）

区分 令和元年度

14,531,777

14,531,777 14,788,408
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区 分 単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

全 体 計 画 区 域 面 積 ha 3,458 3,458 3,458 3,458 3,458 3,458

認 可 区 域 面 積 ha 3,302 3,302 3,302 3,427 3,427 3,427

供 用 開 始 区 域 面 積 ha 2,718.10 2,749.73 2,751.43 2,751.64 2,751.64 2,757.99

管 路 延 長 （ 汚 水 ） m 448,882 449,270 449,834 450,067 450,026 450,271

A 行 政 区 域 内 人 口 人 140,816 141,541 141,538 142,025 142,214 142,427

B 供 用 開 始 区 域 内 人 口 人 136,910 137,548 137,631 138,164 138,326 138,540

C 供用開始区域内水洗化人口 人 116,771 119,542 119,856 120,797 122,077 122,632

D 行 政 区 域 内 世 帯 数 59,065 60,171 61,068 62,365 63,463 64,503

E 処 理 区 域 内 世 帯 数 57,276 58,323 59,301 60,584 61,642 62,635

F 処理区域内水洗化世帯数 48,734 50,546 51,475 52,791 54,224 55,201

普 及 率 （ 人 口 ） （B／A） ％ 97.2% 97.2% 97.2% 97.3% 97.3% 97.3%

普 及 率 （ 世 帯 ） （E／D） ％ 97.0% 96.9% 97.1% 97.1% 97.1% 97.1%

水 洗 化 率 （ 人 口 ） （C／B） ％ 85.3% 86.9% 87.1% 87.4% 88.3% 88.5%

水 洗 化 率 （ 世 帯 ） （F／E） ％ 85.1% 86.7% 86.8% 87.1% 88.0% 88.1%

下水道使用料（調定水量）  14,991,082 14,687,120 14,282,824 14,319,823 14,531,465 14,788,408

下 水 道 使 用 料 （ 調 定 額 ） 千円 1,131,504 1,110,768 1,065,848 1,071,845 1,010,506 1,133,592

職 員 数 人 18 19 18 18 18 18

１１--４４．．公公共共下下水水道道事事業業のの推推移移
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消費税抜き

水量 料金

500 まで 22円

501 以上　1,000 まで 20円

1,001 以上　1,500 まで 19円

1,501 以上　2,000 まで 17円

2,000 以上 15円

10 を超え　30 まで 35円

30 を超え　50 まで 45円

50 を超える分 55円

10 を超え　30 まで 55円

30 を超え　50 まで 70円

50 を超え　100 まで 85円

100 を超える分 100円

10 を超え　30 まで 66円

30 を超え　50 まで 84円

50 を超え　100 まで 102円

100 を超える分 120円

10 を超え　30 まで 84円

30 を超え　50 まで 107円

50 を超え　100 まで 130円

100 を超える分 152円

従量使用料
超過（1 につき）

昭和45年7月1日
－ －

100 まで　　19円

101 以上　　15円

※　臨時用　1 につき31円

１-5. 下水道使用料の変遷

基本使用料
公衆浴場業汚水

（1 につき）

一般汚水

10 500円 25円

昭和52年4月1日 10 330円 25円

令和2年年4月1
日

10 600円 25円

・消費税導入（平成元年５月１日）により、現行料金表に１００分の１０３を乗じて得た額とする。１円未満の端数が生
じた場合は切り捨てるものとする。
・平成３年４月１日より消費税は一旦廃止。
・平成７年４月１日より再び消費税導入、現行料金表に１００分の１０３を乗じて得た額とする。
・消費税法改定に伴い平成９年４月１日より現行料金表に１００分の１０５を乗じて得た額とする。なお１円未満の端
数が生じた場合は切り捨てるものとする　。
・消費税法改定に伴い平成２６年５月１日より現行料金表に１００分の１０８を乗じて得た額とする。なお１円未満の
端数が生じた場合は切り捨てるものとする　。
・消費税法改定に伴い令和元年１０月１日より現行料金表に１００分の１１０を乗じて得た額とする。なお１円未満の
端数が生じた場合は切り捨てるものとする　。

平成7年4月1日 10 450円 25円

平成12年4月1日

改訂年月

種別


